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山根良人
赤坂ロップ
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1941年 5月東京条約。フランスがラオス領の
一部をタイに割譲。教育長官シャル
ル・ロシェの肝煎りで始められた「ラオ
ス刷新運動」の一環で、ラジオ局開
設、ラオ語新聞『ラオ・ニャイ』発刊（菊
池：155）

カンバイ・ピラパンデ氏は戦後、
王族の一族として活躍すると共
に、シルク交易を中心として財を
なす。

1944年 *月父系名字を名乗ることを義務付
け（林：214）

中山正善二代真柱を迎え、名古
屋大教会設立５０周年記念祭を
挙行

1945年 3月日本軍ラオス進駐
4月ルアンパバン王国のシー・サヴァ
ン・ウォン王がラオス独立を宣言
8月ラオ・イッサラ（自由ラオス）委員会
発足
10月ラオ・イッサラ臨時政府成立

戦渦を逃れてタイに避難。避難先の
ムクダハンで母死去

8月ヴェトナム･ヴィンで終戦を迎え、兵
営脱走
9月ヴェトミン・ゲリラの軍事訓練

1946年 3月フランス軍ラオス再進駐
8月フランス、シー・サヴァン・ウォン王
による王国政府を樹立。ラオ・イッサラ
臨時政府はバンコクへ移り亡命政権と
なる

10月インドシナ共産党の指導のもと、
中部ラオスの解放区で『ペオファイ・
トーターン（抵抗の炎）』発行（ヴァン：
430）

千種洗池に神殿建設の報告祭
を挙行　　　　　「なごや幼稚園」
開設

ビラチット・ピラパンデ誕生 6月ラオ･イッサラに参加して、ゲリラ兵
の訓練
12月サワナケットからヴェトナムに向
かって9号線を進撃してきた仏軍を国境
のラオバオで迎撃

1947年 5月王国憲法（75年まで）。仏教の国
教化。ヴィエンチャンに仏教研究所
設立、各県に支所設置（林：214）

*月国連アジア・極東経済委員会
（ECAFE、現在のESCAP）創立

1月プーミ･ヴォンヴィチットの命令でシェ
ンクワンの宣撫作戦に参加
5月手榴弾の事故で右手を失う
「華商はアヘンの収穫期になると、馬を
五頭、十頭と連ねて、メオ族の部落へく
る。雑貨、布地、その他山岳民族には
珍しい品をつみ、それと交換でアヘンを
買うわけだ。メオ族の男女が着ているも
のが、ほとんど日本製の黒い布地
で、･･･鐘紡のマークを発見して驚かさ
れたものである。因みに、アヘンはパテ
ト･ラオにとって大きな財源となってい
る」（赤坂：101）
9月前線に復帰

1948年 6月山根大尉と知り合う。共同作戦に従
事

1949年 7月フランス－ラオス協定締結。フラン
ス連合内のラオス独立が認められる
10月ラオ・イッサラ臨時政府解散

タイからラオスに戻る 7月ボラファー（ブアラパ。現カムムアン
県内）地区に転戦
10月ボラファー地区の政府軍指揮官と
休戦協定を交わし、不足物資を融通し
あう。「北ベトナムから革製品を運び、そ
れと交換に塩や薬品を･･･入手する」
（赤坂：124）

1950年 8月スパヌヴォン、ネオ・ラオ・イッサラ
（ラオス自由戦線）を結成

*月ラオス自由戦線宣伝文化局、新聞
『ラオ・イッサラ（自由ラオス）』発行
（ヴァン：430）

1950年代、アメリカ人宣教師による
プロテスタント流入。遊行の頭陀僧
が、ルアンパバン周辺村の守護霊
祭祀を調伏（林：214）

なごや幼稚園は「平和保育園」
に

パクセのおばの家に引き取られ、家
事を手伝いながら学校に通う

5月指揮下の中隊を率いてラ
オス王国軍に帰順

10月サワナケット県アンカム地区に部
隊移動

1951年 3月ラオス自由戦線はヴェトナム独立
同盟、クメール抵抗派とインドシナ統
一戦線を結成、フランスとの対決姿勢
を強める
11月プーマ首相による王国政府成立

*月サンガ法（サンガ規則を制定す
る勅令・第62号）制定（林：214）

8月ヴィンで開かれた前線指揮官の連
絡会議に出席。抗仏連合戦線の協力
体制の確認。「会議の成果として･･･北
ベトナムからパテト･ラオへの補給が、
目に見えてよくなった。新しい兵器、そ
の他の装備のほか、キニーネ、ホウタ
イ、モルヒネなど、薬品の種類と量が豊
富になった」（赤坂：133）
9月シェンクワン県モンモー地区に転
戦。ジャール平原を掌握し北越をバック
アップするため

1952年 5月ECAFE洪水調節・水資源委員会、
メコン流域調査報告書を発表(最初の
組織的調査)

1953年 10月完全独立が承認される 8月ヴィエンチャンで初の月刊誌『ワン
ナカディ・サン（文芸雑誌）』発行。編集
主幹マハ・シラー・ヴィラヴォン（ヴァ
ン：439）

3月パテト･ラオと北越によるラオス北部
制圧開始。シェンクワン捕虜収容所の
所長に任命される。「近くの華商たち
は、収容されているメオ族のために、布
切れや食料その他をどんどん寄付しに
きた。・・・将来の取引のとき有利になる
という商売上の判断からだった」（赤坂：
145）

1954年 5月ディエンビエンフーにおけるフラン
スの敗北
8月ジュネーブ和平会議により第1次
ジュネーブ協定締結
9月東南アジア条約機構SEATO発足
11月サソリット政権（右派）成立
12月フランスとインドシナ三国、経済協
定に調印。「インドシナ三国の統一関
税制度が撤廃された結果、陸路数千
キロのサイゴンの商社を通ずる輸出
入ルートにしばられていたラオス経済
はやっと解放された。これ以来、輸出
入の大部分が、タイのバンコク経由
で、陸路ビエンチャンの対岸のノンカイ
まで鉄道で運ばれるルートに転換され
た」（赤坂：197）

54-56年ごろ、パテト・ラオ、「ラオス
仏教協会」設立。56年に、事実上第
1回となる全国仏教僧代表者大会
（林：214）

4月シェンクワン県副知事（補給担当）
に任命される
9月ジュネーブ協定違反の容疑で政府
軍に逮捕される（政府軍支配地域に残
留していた容疑）
12月休戦監視委（ICC）、ラオス政府双
方の裁判で無罪判決、ヴィエンチャン残
留

1955年 3月ラオス人民党設立（インドシナ共産
党ラオス支部の改組）。第1回党大会
開催

森井敏晴が（２６才）が４代会長
に就任。中山正善２代真柱を迎
えて奉告祭

8月首相官邸の護衛長になる。「インド
シナ情勢が一応落ち着いて、日本人、
特に商社の人たちがバンコクからビエ
ンチャンに入ってくるようになった」（赤
坂：165）
9月日本大使館事務所開設。駐タイ大
使兼任大使とサソリット首相の会見で
通訳をつとめる

1956年 3月プーマ政権（中立派）成立 3月アメリカ開拓局（USBR）、メコン河
流域調査報告
4月国連ECAFEによる第1次メコン河下
流域調査（日本工営久保田豊が顧問
として参加）
このころ（記憶違い？）久保田、スパヌ
ヴォンと会談。水力発電開発構想を披
瀝

11月タットルアン祭
会場に診察テント開
設

8月東京銀行ヴィエンチャン支店開設。
東銀に入る

1957年 11月第1次プーマ連合政権成立。プー
マ政権と左派との間でヴィエンチャン
協定成立。パテト・ラオはネオ・ラオ・ハ
クサート（ラオス愛国戦線）という政治
組織として公認される

仏暦2500年。ルアンパバンで僧侶
による水牛供犠の禁止説法（林：
214）

神殿普請工事着工 3月対日賠償請求権を放棄
9月メコン委員会の設立（水資源開発
に関わる下流域4カ国の利害調整を目
的として）
11月第2次国連ECAFE流域調査
（ウィーラー・ミッション）

1月OBボランティア
派遣開始

1958年 8月サナニコン政権（右派）成立。第1
次プーマ連合政権瓦解

10月日本・ラオス経済協力協定締結。
日本政府、10億円の無償資金供与
（大部分はヴィエンチャン市水道工事
へ）

1959年 10月サヴァン・ワッタナ王、即位 *月勅令でサンガ組織改正。世俗権
の介入、寺院建立が許可制に（林：
214）

1月日本政府によるメコン支流開発調
査開始（第1次）
5月日本工営、ナムグム・ダム建設調
査をラオス政府と契約（政府無償資金
協力の一部をもとに）
6月メコン委員会、支流調査に基づき
ナムグム・ダム開発などを国連特別基
金(後のUNDP)に資金協力要請
12月日本政府、支流調査(第2次)

*月奥平定世ラオス調査
開始
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赤坂ロップ

（1920-1985）

1960年 4月ソムサニット政権成立
8月コン・レー大尉のクーデター。プー
マ政権(中立派)成立
12月ノサヴァン将軍（右派）が米、タイ
の支援を得てヴィエンチャンを攻撃占
領。コン・レー軍と中立派は、ジャール
平原のカンカイに本拠を移す

8月パテト・ラオ、フアパン県でラジオ放
送開始（ヴァン：433）

60年代、クム（カム）族出身の仏教
僧らが、ラオ・トゥンの仏教改宗をす
すめる（林：223）

神殿落成奉告祭 9月日本政府、支流調査（第3次）
12月ダム測量チームの日本人技師水
死

リセ・ヴィエンチャン（フランス高等学
校）3年生に編入

6月ヴィエンチャン
OB病院開設

1961年 4月辻政信、ヴィエンチャンを出発して
消息を絶つ
5月チューリッヒ協定（中立派、左派、
右派の3者による基本的合意）
12月ジャール平原会談（3派による閣
僚配分を協議）

2月日本工営、ナムグム・ダム開発計
画フィージビリティ調査を国連と契約

*月ラオス人看護士
養成コース開始

4月辻政信を見送る

1962年 1月ジュネーブ会談
6月第2次プーマ連合政権成立
7月第2次ジュネーブ協定締結

麗澤大学の奥平定世教授がビ
エンチャンの商工会議所会頭で
あったカンバイ・ピラパンデ氏よ
り、農業開発指導の要請を受
け、麗澤・カンバイ農場を指導
開発する話し合いが成立。

1963年 4月ポンセナ外相暗殺事件 *月パテト・ラオ、「ラオス仏教協会」
を「国家ラオス仏教協会」に改組
（林：214）

小川蔵太医師（なごや幼稚園の
園医、ビエンチャンにて開業して
いた）が来訪し、ラオスへの支援
を要請。

1964年 仏教寺院総数2147、僧侶+見習い
僧総数1万6千。60年代半ば頃、
パーリ初等学校が全国に150校
（林：214）

8月フィージビリティ・レポート最終版完
成。世界銀行に融資依頼するが、ラオ
ス政府の借款信用度がないことを理
由に拒否される

6月リセ卒業 *月レイタク・カムバイ農
場設立

1月日本大使館に補助職員として勤務

1965年 2月アメリカ北爆開始 *月ヴィエンチャンに青年仏教徒協
会（林：214）

4月ジョンソン大統領、東南アジアに10
億ドルの援助提供を発表
5月メコン委員会の働きかけにより、米
政府、他の諸国から残りの資金が提
供されるのを条件に、必要資金の2分
の1を無償提供することをコミット

4月日本政府国費留学生として来日。
東京外国語大学で日本語を学ぶ

1966年 森井敏晴大教会長、ラオス及び
東南アジア諸国に渡航

８／３１～９／１４、山本俊平医
師、山本利雄医師ラオス視察。

5月ナムグム基金協定（総額2857万ド
ル。アメリカはじめ9カ国による共同拠
出。うち日本の拠出総額約500万ド
ル）。設計業務コンサルタントに日本工
営

*月日ラオ農牧実習センター、タゴンに
設置

5月在日ラオス留学生協会を発足 4月青年海外協力隊
５次隊でタゴン農事
試験場派遣

ラオス政府管理の医療施設は、国立病
院5、野戦病院14、施療所97、ライ病院
3の計119で、ベット数は737。衛生省の
医療要員は医師5人、薬剤師2人、歯科
医1、産婆13をはじめ合計751人（当年
現在）。（赤坂：209）

1967年 株式会社日晴を設立。
合併会社ラオス・日本産業開発
会社（ＳＩＬＪＡ）をビエンチャンに
設立、布教所の隣で自動車修
理工場を開設

７月、天理教海外医療対策委員
会の代表として森井敏晴代表が
渡ラオ。ラオス政府と交渉を重
ねた末、ジャール平原の南西端
バンクーンを診療活動の予定地
とする。　　　　　　　　　　　　１０
月、ラオス国厚生大臣シスマン・
シサルムサク殿下が来日。中山
正善天理教２代真柱と会談し
て、天理医療隊のラオス巡回医
療決定についての謝辞を述べ
る。　　　１２月、名古屋大教会よ
り巡回診療車２台をラオスに寄
贈。

半官半民企業としてカンバイ・ピ
ラパンデ社設立

2月ナムグム工事開始 8月現在の在留邦人数144人。協力隊
関係56人、商社関係（東京銀行、日ラ
オ貿易協会、日本工営、博愛病院）22
人、コロンボ･プラン関係21人、日本大
使館関係21人、米大使館関係22人など
（赤坂：216）
10月27年ぶりに一時帰国

1968年 1月ヴェトコン（南ヴェトナム民族解放
戦線）のテト攻勢
5月パリ和平会談（ヴェトナム戦争）
11月アメリカ北爆中止

１月布教所建設の地鎮祭
９／１１ラオス王国宗教省より
「布教認可」を取得、
ラオス布教所の開設、初代所長
に金森勝義

１／１６～３／１９ラオス巡回医
療第１次隊（山本利雄隊長）５名
派遣

ビラチット・ピラパンデ氏大阪万
博見学に来日。
ラオス・日本産業開発会社（ＳＩＬ
ＪＡ）設立に側面より参画

9月間組によるダム発電所主体工事開
始（工事期間３８ヵ月間。期間平均して
84人の日本人、170人のタイ人技能
工、1075人のラオス人が現場に投入さ
れ、昼夜2交代制で工事が続けられ
た）

4月一橋大学入学。

1969年 都留田秀明が２代目所長で赴
任。６月最初のラオス人信者誕
生

1970年１２月～71年２月第２次
隊（山本利雄隊長）５名派遣
９月～１２月第３次隊５名（山本
利雄隊長）派遣

ビラチット・ピラパンデ氏イギリス
に留学

1月工事現場のダイナマイト盗まれ、
政府軍キャンプが攻撃される
3月工事用重機がパテト・ラオに銃撃さ
れる
3月－5月間組の日本人11人がマラリ
アで帰国。以後、日本人への予防薬
服用を徹底
6月マラリア患者91人、翌月同125人
7月アメリカ開発庁（USAID）キャンプと
政府軍キャンプが襲撃を受け、パテト・
ラオと交戦
8月プーマ首相、工事現場の非武装中
立化を提唱。

1月カムバイ氏が来日して麗澤大学
学長と会談。ウドム氏通訳を勤める。
以後、麗澤海外開発協会の発足に向
けて協力

1月ラオス商工会議所会
頭カンバイ氏を財団設立
事業計画等の打ち合わ
せのため日本に招待

1970年 2月プーマ首相ジャール平原の中立化
を提案

*月サンガ法改正の勅令。仏教寺院
数1833、僧+見習い僧4316人。減少
理由不明、パテト・ラオを除外したた
めか（林：214）

８月～９月第４次隊５名（天野博
之隊長）派遣

2月ラオス人労働者すべてにマラリア
予防薬配布、服用を徹底（翌年2月か
ら家族にも配布。スイス・ロチェ社、日
本の第一製薬からの寄贈）また、WHO
のマラリア撲滅キャンペーンで近隣地
区にDDT散布

1月青年海外協力隊13次隊でラオス派
遣（総勢20名。同期にめこんの桑原
晨）。アジア開発銀行（ADB）と日本政
府によるタゴン農場整備（800ha）に関
わる農業土木の技術指導
2月パテト･ラオの乾季攻勢。安全確保
のため、日本人はヴィエンチャンからタ
ゴンへの通勤に切り替え
8月水路設計変更測量

3月大阪万博ラオス館副館長に就
任。一橋大学卒業
10月結婚

養蚕：試験飼育。森林
（8ha）開墾。養蚕技術指
導員派遣

3月JICA専門家とし
てタゴン派遣

1971年 ５月～８月第５次隊５名（天野博
之隊長）派遣

10月ダム開発の延長線上に、アジア
開発銀行と日本政府が資金提供して
タゴン農場の造成開始（74年に完成）
水没する森林によるダムの富栄養化
を防ぐため、USAIDから枯葉剤の散布
が提案されるが、辞退
12月ナムグム竣工。第2期工事コンサ
ルタントの入札で、スイスの会社が選
定され、日本工営は撤退

1月水路変更測量が終わり、ラオス人
技術者に対する基礎技術訓練
10月工事用測量開始。日本工営が工
事コンサルタント。工事会社は現地企
業
当時の協力隊手当て（現地生活費）は
月170ドル

4月日本工営海外開発部で研修
7月長女誕生。外務省研修所ラオス
語講師

桑園造成（13ha）：新桑園
1.5haにケオ種植え付け。
４ha分13,000本の桑苗を
育てる。 ラオス避難民に
桑苗2,000本を提供

1972年 2月ラオス人民党がラオス人民革命党
に改称。第2回党大会開催
10月ヴィエンチャンで和平のための会
談開始

５月沖縄県農業試験場の全面
協力を得て、栽培技術の研修を
実施。　９月第一物商技師岡本
哲郎、沖縄県サトウキビ栽培農
家西村農助、教会信者菅原親
一の三名、同試験場保有のサト
ウキビ品種ＮＣＯ等１１種の分譲
を受け、ラオスに持参、試験栽
培を始める。１１月沖縄県農業
試験場藷作室主任研究員久貝
晃尋がサトウキビ栽培の適正調
査と指導のため、ラオスに赴
任。バンホーン地区の開墾地で
1haの植え付けを行う。

７月～10月第６次隊（天野博之
隊長）５名派遣
１０月山本利雄医師日本政府の
今後の医療援助について視察
１１月～７５年１月天野博之医師
タゴンヘルスセンターにて医療
活動

ケマサ・ピラパンデ氏天理大学・
近畿大学に留学

1月結婚。退任で帰国
3月青森の牧場で働き始める。ラオス人
女性との結婚がマスコミに取り上げられ
話題になる

4月麗澤海外開発協会嘱託
11月ラオスへ帰国

３ha分7,500本の桑苗を
植える。収繭量400kg。蚕
室、堆肥舎、消毒用プー
ル、給水塔の建築。

1973年 2月ラオスにおける平和回復と民族和
合の達成に関する協定締結

９月前年植え付けのサトウキビ
を収穫。糖度測定の結果も良
好。　　　　　布教所員も毎週日
曜日の強制労働に参加。

１月～５月第７次隊（高橋恭生
隊長）５名派遣

1月長男誕生
4月ラオス政府経済計画省国際協力
課課長に就任。バン・ナポーク、バン・
ナボンに難民村建設

園芸技術者の派遣

1974年 4月第3次プーマ連合政権成立 バン・マクナオ地区で２haの土
地を確保し、キビなえを新植。バ
ン・マクナオ地区で栽培用地を２
０haに増植。

１１月第８次隊（天野博之隊長）
２名派遣

4月次女誕生
10月留学生として再来日。一橋大学
大学院に入学

畜産専門家の派遣。収
繭量300～500kg。

1975年 4月サイゴン陥落
12月ラオス無血革命達成。全国人民
代表者会議開催。サヴァン・ワッタナ
王退位宣言により王政廃止及びラオ
ス人民民主共和国の樹立を決定

共和国の成立により、ヴィエンチャン
政府体制下の新聞・雑誌数十種、9ヵ
所のラジオ局が活動停止（ヴァン：
433）

糖業計画実施に向け、日本政
府関係者の視察～日本政府援
助の確定へ。

*月メコン委員会活動休止 4月青年海外協力隊講師 ５haの桑園造成、３haに
桑苗の植付け実施。収繭
量611kg。
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情報ソース
ラオス略年表

青山利勝　『ラオス－
インドシナ緩衝国家の肖像』

メディア関連
宗教関連年表

林行夫「第8章　宗教」
ラオス文化研究所編『ラオス概説』

天理教名古屋大教会の活動 天理教ラオス巡回医療活動 ピラパンデ家の調査
ナムグム・ダム関連
コーエイ総合研究所

『メコン河流域の開発』

島崎一幸
（b.1947）

『ラダワン』

竹原茂
(b.1943）

『ラオス・日本、アジアに生きる』
麗澤関連

メコン・サークル
Operation

Brotherhood

沖縄関連
（琉）：琉球新報

（タ）：沖縄タイムス

後藤生光
(b.1942）

山根良人
赤坂ロップ

（1920-1985）

1976年 2月ラオス－中国経済技術協力協定
6月通貨改革実施（王国キップ廃止、
解放キップ発行）

*月第2回全国仏教僧代表者大会。
「国家ラオス仏教徒協会」を「ラオス
統一仏教徒協会」へ改組。在来派と
タマユット両派の撤廃、世俗権力傘
下に。サンガの社会的役割を強調
（綱要、6月出版）（林：214）

布教所、自動車修理工場、農業
開発関係者に国外退去命令、
布教所の神実はラオス人教人ソ
ンバン・ピラチボン女史が引き受
けることとなり、同女史宅に遷
座。４／１５付けで同女史が３代
所長に就任。名古屋大教会はラ
オス人難民布教にシフト替え。

3月一橋大学大学院修了。日本への
亡命を決意。在日ラオス留学生協会
を在日ラオス人協会に変更

7月ラオス事業の撤収決
定

*月日本大使館勤務

1977年 7月ラオス－ヴェトナム友好協力条約
締結

1月三女誕生 12月杉江臨時代理
大使夫妻殺害事件

1978年 ケマサ・ピラパンデ氏バンコクに
天理教クルンテープ布教所を設
立

*月暫定メコン委員会発足
11月ナムグム2期工事（発電機の増
設）竣工

麗澤大学非常勤講師（フランス語） 8月ラオス外務省から国外退去の通告
を受け帰国

1979年 12月キップ貨の流通停止、100分の1
のデノミによる新通貨の発行を断行
（闇経済の一層）

4月外務省研究所ラオス語講師
7月「国際結婚日本女性の会（1980年
「国際結婚を考える会」に改称）」を発
足させる
11月「インドシナ難民を助ける会（後
に「難民を助ける会（AAR）」と改称）」
設立に参加。発起人となる。

1980年 9月インドシナ難民
定住促進センター
（姫路）に就職

1981年 3月第1次経済社会発展5ヶ年計画決
定

1982年 4月第3回党大会開催 4月生徒数の減少によりヴィ
エンチャン日本語学校閉鎖
7月日本に帰国、定住

1983年 7月ラオス－ヴェトナム友好協力条約
締結5周年祝賀大会
12月国営テレビ放送開始

10月日本に帰化

1984年 1月プーマ前首相ヴィエンチャンで死
去

4月麗澤大学外国語学部講師

1985年 3月人民革命党創立30周年記念式典
11月ノサヴァン将軍（右派）タイにて死
去
12月建国10周年記念式典

8月現在、寺院2812、僧侶6897、見
習い僧9415
革命10周年のタットルアン祭で全国
の若者による民族舞踊、音楽、民芸
品コンテスト（林：214）

*月JICA援助再開の最初のプロジェクト
「タゴン農場改修計画」にコンサルタント
として参加（86年まで）

8月死去

1986年 10月プーミ・ヴォンヴィチット大統領代
行に就任
11月第4回党大会開催。経済開放化
政策及び第2次経済社会発展5ヶ年計
画決定

キリスト教人口：カトリック約3万、プ
ロテスタント約1.5万（林：214）

1987年 12月ラオス、タイ国境紛争（軍事衝突） 4月麗澤大学外国語学部助教授

1988年 2月ラオス－タイ停戦協定締結
12月タイ首相ラオス親善訪問

ポンサバン・チャサン氏天理大
学・中京大学留学2000年帰国

1989年 2月プーン外相訪日（大喪の礼に出
席）
3月三井物産ヴィエンチャン事務所長
誘拐事件
11月カイソン首相兼党議長訪日

1990年 8月中山外相ラオス親善訪問
11月プーン外相訪日（即位の礼に出
席）

8月スタディ・ツアー引率で革命以来
初めてラオス訪問

1991年 3月第5回党大会開催。第3次経済社
会発展5ヶ年計画決定
8月憲法制定。カイソン大統領就任、カ
ムタイ首相就任

3月第5回党大会で「民族文化保護
政策」採択
8月憲法制定、「社会主義」消える。
全少数民族が同様の人権を持つと
宣言。国章の槌・鎌がタットルアン寺
に変更（林：214）
91年現在、仏教寺院総数1723、僧
侶7293、見習い僧9096（林：215）

SILJA解散ラオス人教人ソンバ
ン・ピラチボン女史が神実を守り
続けていたことを確認

*月沖縄イゲトー進
出（タ）

1992年 2月ラオス－タイ友好協力条約締結
8月東南アジア友好協力条約加盟
11月カイソン大統領兼党議長死去。
ヌーハック大統領就任、カムタイ党議
長就任
12月国民議会選挙

10月琉大医学部
PHC5カ年計画ス
タート（タ）

1993年 6月タイ首相ラオス親善訪問
7月UNHCRの難民問題に関する会議

*月第3回全国仏教僧代表者大会。
「ラオス仏教連合協会」が正式発足
9月タイ・ラオ・アソシエーション設立
（林：214）

1994年 1月プーミ・ヴォンヴィチット元大統領代
行死去
4月友好橋開通。タイ国王のラオス親
善訪問

日本政府、インドシ
ナ難民受入終了

1995年 1月スパヌヴォン元大統領死去 4月メコン河委員会（MRC）設立

1996年 4月麗澤大学外国語学部教授 11月タゴン定住
1997年 ADBローンの灌漑プロジェクト･コンサル

タントになり、以後ラオス定住
4月麗澤海外開発協会理事

1998年 3月第4回全国仏教僧代表者大会。
「ラオス・サンガ統治法」

1999年
2000年
2001年 仏教寺院数4123、僧侶8709、見習

い僧13276（林：239）
2002年
2003年 4月アメリカに本部があるラオス統一

自由機構（Lao United Freedom
Organization）より「名誉国民」として
表彰される

11月新宮製菓（赤
嶺有快代表＝豊見
城市）ラオス産モチ
米初入荷（琉）

2004年
2005年
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